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・工場立地の緑地規制の特例
・応急仮設店舗等の存続可能期間の延長の特例
・公営住宅等の入居者資格要件の特例 等

特例措置の概要

規制・手続等の特例

金融上の特例

・指定金融機関に対する利子補給金の支給（5年間 0.7％）

○ 復興推進計画は、東日本大震災復興特別区域法（以下「法」という。）に基づき、個別の規制、手続の
特例や税制上の特例等を受けるために、県、市町村が単独又は共同して作成する計画。

○内閣総理大臣の認定を受けることにより、住宅、産業、まちづくり等の各分野にわたる規制、手続の特
例、企業の投資や雇用の創出等を強力に支援する税制上の特例、利子補給金制度の適用を受けるこ
とができるものであり、被災地の復興を推進する重要な制度。

事業者への低利融資

事業者の税負担の軽減

1. 復興推進計画（概要）

土地の有効活用等、
事業活動への負担軽減

地方公共団体が計画を作成
・区域、目標、取組内容 等

国が計画を認定
・関係省庁の同意の基、内閣総理大臣が認定

計画に基づく、事業の実施
・税制の特例を講じる事業者の指定（地方公共団体）
・規制の特例等を活用した事業の実施 等

復興推進計画の手続き

税制上の特例
① 特別償却又は税額控除（機械等の取得）
② 法人税等特別控除（被災雇用者給与の１０％税額控除）
③ 新規立地新設企業を５年間無税（所得を積み立てた場合
その額を損金算入可）
※①～③は選択適用

④ 研究開発税制（即時償却、税額控除） 等

※法附則第2条において、「法律の施行状況について検討を加え、必
要な措置を講ずるものとする」とされている。 1



2. 復興推進計画（認定状況）

○ 規制・手続き等の特例に係る計画は37計画、税制上の特例に係る計画は22計画、金融上の特例に係
る計画は94計画認定（※１）。

○ 県別では、岩手県で19計画、宮城県で49計画、福島県で55計画等となっている（※２）。

青森 岩手 宮城 福島 茨城 栃木 千葉 合計

規制・手続
等の特例

1 6 15 6 6 1 2 37

税制上の
特例

1 2 15 3 1 0 0 22

金融上の
特例

4 12 21 46 11 0 0 94

県合計
6
(5)

20
(19)

51
(49)

55 18
(17)

1 2 153
(148)

※１ 一の復興推進計画に複数の特例が盛り込まれている場合には、該当する特例の数を計上した。

※２ 県合計の下段の括弧内の数値は複数の特例に該当する重複を排除し、当該県内で認定された復興
推進計画の数を表記したもの。

平成27年4月1日現在
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3. 復興推進計画（税制特例の指定件数①）

各県毎の指定件数とその推移

○ 国の認定を受けた復興推進計画に定められる復興産業集積区域等において、計画を作成した地方公
共団体の指定を受けて、事業用設備を新増設したり被災雇用者等を雇用した場合などに、特別償却や
税額控除等の特例を受けることができる。

平成27年3月31日現在
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青森県 岩手県 宮城県 福島県 茨城県 計
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4. 復興推進計画（税制特例の指定件数②）

主な業種毎の指定件数の推移

○ 復興特区税制の指定を受ける事業者の業種については、①製造業（②を除く）１，６１５件、②食料品
製造業５５６件、③運輸業等２８７件、④卸売業小売業２７１件等となっており、幅広い業種において活
用されている。

平成27年3月31日現在
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農・林・漁業及び水産養殖業等

食料品製造業等

製造業（食料品製造業等を除く）

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業等

卸売業、小売業

宿泊業、飲食店等

その他

（単位：件）
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5. 復興推進計画（税制特例の効果（投資・雇用）①）

青森県 岩手県 宮城県 福島県 茨城県 合計

投資実績（億円） ３４２ ９６４ ２，１２２ １，６７７ ２，９７７ ８，０８２

雇用実績（人） ３，７７８ ５，５２４ １６，９９７ ２１，９０５ ２２，４６７ ７０，６７１

○平成２４年２月から平成２６年８月末までに行われた指定事業者等による投資実績は８，０８２億円、被
災者の雇用実績は７０，６７１人。

○ 投資実績は、①製造業（②を除く）５，００４億円、②食料品製造業等１，２８１億円、③運輸業等４０５
億円などとなっている。

○ 雇用実績は、①製造業（②を除く）４３，３９７人、②食料品製造業等７，６７５人、③運輸業等６，６０１
人などとなっている。

指定事業者等による投資・雇用の実績

0 1,000 2,000 3,000 4,000 5,000 6,000 7,000 8,000
（単位：億円）

投資実績
（合計
８，０８２億円）

0 10,000 20,000 30,000 40,000 50,000 60,000 70,000

農・林・漁業及び水産養殖業等 食料品製造業等 製造業（食料品製造業等を除く）
電気・ガス・熱供給・水道業 情報通信業 運輸業等
卸売業、小売業 宿泊業、飲食店等 その他

（単位：人）

雇用実績
（合計
７０，６７１人）

5



6. 復興推進計画（税制特例の効果（投資・雇用）②）

○ 税制上の特例の適用を受けることができる指定事業者等の数は２，７４７。

○ これらの事業者等による今後の投資見込額は1兆５，４１６億円。

○ 雇用予定数は１１万９，２０５人。

（注）・指定事業者等の数は平成２７年３月末時点、投資見込額及び雇用予定数は平成２６年１２月末時点。
・指定事業者等が指定受ける際に提出する計画に記載した数字の合計。
※複数の県で指定を受けている事業者等があるため、各県の指定事業者等の合計とは一致しない。

青森県 岩手県 宮城県 福島県 茨城県 合計

指定事業者等 １８８ ４１４ ８１２ ９３５ ４８７
２，７４７

※

投資見込額（億円） １，０６０ １，３４９ ４，３０２ ３，８６１ ４，８４４ １５，４１６

雇用予定数（人） ４，９０７ ８，３２０ ２４，１３３ ３４，４９０ ４７，３５５ １１９，２０５

指定事業者等による投資・雇用の見込み

6



7. 復興推進計画（利子補給金の支給状況等）

○ 復興特区において復興の中核となる事業の実施者に必要な資金を貸し付ける場合に金融機関に対し
利子補給金を支給。

○ これまで９４の事業者が決定され、融資見込額は１，９９７億円、投資見込額は５，９５３億円、新規雇
用予定者数は４，９０９人となっている。

１．利子補給の対象となる事業を実施する事業者等の推移及び県別内訳

２．事業者数の業種内訳

２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 合計

事業者数 １ ２４ ３２ ３７ ９４

融資予定額（億円） ３ ７５１ ６０３ ６４０ １，９９７

投資見込額（億円） ３０ ２，５９８ １，５１９ １，８０６ ５，９５３

新規雇用予定者数（人） ６ １，８９６ １，６７１ １，３３６ ４，９０９

青森県 岩手県 宮城県 福島県 茨城県 合 計

事業者数 ４ １２ ２１ ４６ １１ ９４

融資予定額（億円） ２９ １４６ ４６０ ８５０ ５１２ １，９９７

投資見込額（億円） ９１ １８３ １，６８４ １，７５８ ２，２３７ ５，９５３

新規雇用予定者数（人） １５３ ９９７ １，２８０ １，６６２ ８１７ ４，９０９

1 13 48 5 4 13 1 9

農・林・漁業及び水産養殖業等
食料品製造業等
製造業（食料品製造業等を除く）
電気・ガス・熱供給・水道業
運輸業等
卸売業、小売業
宿泊業、飲食店等
その他 7

平成27年3月31日現在



8. 復興推進計画（規制・手続等の特例の活用状況①）

○認定復興推進計画において認定された規制・手続等の特例は１５措置。
○公営住宅の整備に係る特例や確定拠出年金に係る脱退一時金の特例、地域医療確保のための医師
の配置基準等の緩和などの医療福祉分野の特例が、多くの市町村に適用されている。

（ ）内は特区対象市町村数

認定計画において認定された特例
青森
（4）

岩手全域
（33）

宮城全域
（35）

福島全域
（59）

茨城
(40)

栃木
(17)

千葉
(29)

①漁業権の免許に関する特別の措置 1（石巻市）

②建築基準法における用途制限に係る特例 1（釜石市） 4（名取市等）

③応急仮設店舗・工場等の
存続可能期間の延長の特例

10
（宮古市等）

13
(塩釜市等）

33
（相馬市等）

7
(水戸市等）

1

④公営住宅等の整備に係る入居者資格要件等の特例 33 35 59 40 2

⑤公営住宅等の整備に係る譲渡要件等の特例 33 35 59 40

⑥食料供給等施設の整備に係る特例 1（石巻市）

⑦工場立地法及び企業立地促進法
における緑地規制の特例

4 34 13
（日立市等）

⑧確定拠出年金に係る脱退一時金の特例 33 35 59 40

⑨地域医療確保のための医師の配置基準等の緩和 33 35 59

⑩医療機器製造販売業等の許可基準の緩和 33 35 59

⑪仮設薬局等の構造設備基準の特例 12
（宮古市等）

17
(登米市等）

⑫医療機関・介護施設等に係る基準等の特例
・訪問リハビリテーション事務所

12
（宮古市等）

15
(仙台市等）

59

・介護予防訪問リハビリテーション事務所 12
（宮古市等）

15
（仙台市等）

59

・介護老人福祉施設 12
（宮古市等）

14
（女川町等）

59

・介護老人保健施設 12
（宮古市等）

14
（女川町等）

59

※認定計画において認定された特例の適用対象市町村数

8



9. 復興推進計画（規制・手続等の特例の活用状況②）

○復興フェーズに応じ必要とされる特例が認定。被災地の事業活動や被災者の安定した住宅環境の確
保等の円滑かつ迅速な復興の推進に寄与。
■発災直後（H23/H24年度）は、多くの医療機関が被災したために「医療・福祉」関連特例が相対的に

多く認定。「産業活性化」として「工場立地の緑地規制特例」も多く認定。
■Ｈ25年度は、発災後に建設された応急仮設建築物の特例や災害公営住宅の完成と入居に向け「入

居者資格要件等の特例」の認定件数が増加。
○今後の災害公営住宅等の整備の進捗に伴い、「入居者資格要件等の特例」による入居の増加が見込
まれるとともに、被災住民の生活に必要不可欠な施設整備の完了までに一定の時間を要することから、
「応急仮設建築物の特例」により当該施設の存続延長が可能となることは被災住民の生活の安定等に
大きく寄与する等、今後も、規制・手続等の特例は、復興まちづくりの進捗に併せた活用が見込まれる。

≪実績例≫応急仮設建築物の特例
【対象店舗・工場等の累積件数】

（H27.4.10現在）Ｈ23年度 Ｈ24年度 Ｈ25年度 Ｈ26年度

１ 医療機器製造販売業
等特例（92）

確定拠出年金特例（134） 公営住宅の入居者要件特
例(168）

応急仮設建築物の特特
例（38）

２ 工場立地の緑地規制
特例（51）

医師の配置基準等特例
（94）

公営住宅の譲渡要件特例
（167）

用途制限の特例(2）

３ 医師の配置基準等特
例（33）

（介護予防）訪問リハ事
務所の特例（74）

応急仮設建築物の特例
（54）

公営住宅入居者要件(1)/
譲渡要件特例（1）

≪復興推進計画に係る特例の認定市町村数≫

岩手県 ３３１件

宮城県 １６２件

福島県 １５０件

茨城県 １７件

10. 復興推進計画（活用見込み等）

○ 上述のとおり、復興推進計画に基づく特例が活用されてきていることや、まちづくりが今後進展するこ
とを踏まえると、引き続き、産業・生業の再生に向け、復興特区制度の活用が見込まれる。

○ 被災地の課題解決に向け、計画策定の支援等に努める。

9



１．復興整備計画（概要）

○復興整備計画は、東日本大震災復興特別区域法（以下「法」という。）に基づき、土地利用の再編に係
る特例許可・手続の特例等を受けるために、市町村が単独又は県と共同して作成する計画。

○必要に応じて、市町村・県や国の機関等からなる復興整備協議会での協議・同意等を経て、計画を公
表することにより、事業に必要な許可の特例が適用されるとともに、ワンストップ処理等の特例を受け
ることができるものであり、被災地の速やかな復興まちづくりを進めるために重要な制度。

事業の実施に必要な許可の基準緩和

事業実施のために必要な許可が得られない
（市街化調整区域における開発許可、農地転用の許可等）

課題

◆市街化調整区域における開発許可、農地転用等
について特例的に許可

事業の実施に必要な許可手続のワンストップ化

事業実施のためには複数の許可が必要
（開発許可、農地転用の許可等）

◆開発許可、農地転用の許可等、事業に必要となる複数の許可手
続をワンストップで処理

◆土地利用基本計画や都市計画等の決定・変更手続についても、
ワンストップで処理

※復興整備協議会での協議・同意を経た場合には、事業に必要な許可や計画
変更があったものとみなされる。

特例措置

課題

○土地収用手続の特例（法改正により平成26年5月に追加）
■事業認定の努力義務「3月」を「2月」に短縮 ■5戸以上50戸未満の集団団地を収用対象に
■収用委員会が6月以内に裁決する努力義務規定 ■緊急使用の期間「6月」を「1年」に延長
■収用裁決申請時の土地調書の添付を不要に

特例措置

※法附則第２条において、「法律の施行状況について検討を加え、必要な措置を講ずるものとする」とされている。 10



２．復興整備計画（作成・公表実績）

県 計画作成・公表市町村
事業施行地区
（地区数）

主な復興整備事業 （事業数）

集団移転
促進事業

災害公営
住宅整備
事業

道路事業
土地区画
整理事業

漁業集落
防災機能
強化事業

津波復興拠点
整備事業

岩手

○計１１市町村
宮古市、大船渡市、
久慈市、陸前高田市、
釜石市、山田町、
大槌町、岩泉町、
田野畑村、普代村、
野田村

計１６８地区 ４５ １０ ３９ １９ ２６ ９

宮城

○計１４市町
仙台市、石巻市、
塩竈市、気仙沼市、
名取市、多賀城市、
岩沼市、東松島市、
亘理町、山元町、
七ヶ浜町、利府町、
女川町、南三陸町

計３６９地区 １９２ ８２ ３３ ２４ ２３ １０

福島

○計１０市町村
いわき市、相馬市、
南相馬市、広野町、
楢葉町、新地町、
川俣町、川内村、
大熊町、飯舘村

計１８２地区 ５２ ２２ １６ ７ ０ ２

合計 ３５市町村 ７１９地区 ２８９事業 １１４事業 ８８事業 ５０事業 ４９事業 ２１事業

（平成２７年４月１０日現在）

○岩手県11市町村、宮城県14市町、福島県10市町村の合計35市町村において計画を作成・公表。
○復興整備計画に記載された事業については、集団移転促進事業、災害公営住宅整備事業、道路事
業などが多く実施されている。

11



３．復興整備計画（特例の活用状況）

県 事業施行区域

土地利用計画に関する主な事項（地区数） 許可等に関する主な事項（地区数）

土
地
利
用
基
本
計
画
変
更

地
域
森
林
計
画
区
域
変
更

都
市
計
画
変
更

都
市
計
画
決
定

保
安
林
解
除

農
業
振
興
地
域
変
更

農
用
地
利
用
計
画
変
更

農地法
（農地転用）

都市計画法
（開発許可）

自然公園法
（許可・届出）

都市計画法
（事業認可）

岩手 １６８ ４９ ５３ ０ ９ ３０ ２ ２ ５７ ０ ０ ４

宮城 ３６９ ５９ ５８ ４５ ４０ １０ ２ ２ １９４ １４７ ３６ ０

福島 １８２ １０ ９ ５１ ３７ ０ ３ １ ８０ １５ ０ ０

合計 ７１９ １１８ １２０ ９６ ８６ ４０ ７ ５ ３３１ １６２ ３６ ４

（平成２７年４月１０日現在）

注：１つの地区で複数の事業に係る特例を受けている場合があるため、「土地利用計画に関する主な事項」の合計と「許可等に関する
主な事項」の合計の地区数は、「事業施行区域の地区数」を上回る。

○復興整備計画に基づく特例については、都市計画決定・変更等のゾーニングの変更等に関する特例
や農地法の農地転用許可、都市計画法の開発許可等が多く活用されている。

○平成２６年５月の法改正により追加された土地収用手続の特例についても、５０戸未満の集団住宅を
収用対象とする特例や、期間を１年間とする緊急使用の特例が活用されている。

12



４．復興整備計画（活用見込み）

○復興整備計画公表済み市町村（33市町村）アンケート調査の回答によると、
■ワンストップ処理の特例効果については、時間短縮効果を挙げた市町村は9割を超え、次いで職
員の事務効率化（負担軽減）については5割超の市町村が効果があったと回答。

■許可等の特例効果については、31の市町村が被災地域の実情を踏まえた弾力的な復興計画の策
定に効果があったと回答。12の市町村が復興事業の円滑かつ迅速な実施に寄与したと回答。

■今後の特例の活用見込みについては、約半数の16市町村が、「現在活用している特例を今後も現
在と同程度以上活用する見込み」又は「これまで活用していない特例を今後活用する見込み」と回答。

○以上のことから、今後も復興整備計画制度の活用が見込まれる。

①手続の時間短縮・簡素化 ３０

②職員の事務効率化（負担軽減） １８

③幅広い関係者の意見集約 ４

④特に効果は得られなかった ０

１．ワンストップ処理の特例効果について（複数回答あり）

①１週間以内 ０

②１週間～１か月程度 １０

③２～５か月程度 １４

④６か月以上 ６

【通常の手続と比較した場合の時間短縮】

①１割未満 ２

②１～２割程度 ７

③３～４割程度 ７

④５割以上 ２

【通常の手続と比較した場合の事務負担軽減】

①被災地域の実情を踏まえた弾力
的な復興計画の策定

３１

②復興事業の円滑かつ迅速な実施 １２

③特に効果は得られなかった ０

２．許可等の特例効果について（複数回答あり）

※平成27年2月下旬～3月上旬実施 復興整備計画公表済み市町村（33市町村）アンケート調査回答より 13


